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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第69期
第１四半期
連結累計期間

第70期
第１四半期
連結累計期間

第69期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

売上高 (千円) 4,103,025 5,567,791 20,336,689

経常利益 (千円) 85,358 584,001 1,029,600

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 11,347 406,579 909,575

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △64,215 250,479 1,073,481

純資産額 (千円) 7,570,734 8,831,438 8,665,940

総資産額 (千円) 17,918,692 21,802,784 22,046,173

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 1.60 57.41 128.44

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 41.5 39.8 38.6
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。
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第２ 【事業の状況】
　

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」について重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)

が判断したものであります。
　

(1) 経営成績の分析

世界経済は緩やかに回復しておりますが、中東や朝鮮半島における地政学的リスクもあり、不透明な状況となっ

ております。先進国におきましては、米国の自国第一主義に伴う貿易摩擦や英国のＥＵ離脱問題等、先行きに対す

る懸念が存在しております。一方、中国をはじめとする新興国の経済成長率も先進国と比較すると高いものの、そ

の拡大テンポは緩やかになっております。

　わが国経済は、世界経済の変調や急激な為替・株価の変動に伴う影響が懸念される一方で、生産や設備投資は緩

やかに回復を続けており、企業収益や業況判断も改善してきております。また、設備投資の動向を知るうえで先行

指標の一つである機械受注統計の推移を見ても、製造業の機械受注額は、平成29年７～９月は１兆1,467億円（前年

同期比9.2％増）、10～12月は１兆1,873億円（同13.3％増）、平成30年１～３月は１兆2,168億円（同10.6％増）、

４月は4,479億円、５月は4,538億円と、増加傾向が続いております。

　このような環境下、当社グループは、プラスチック成形関連のコアビジネスにおきまして、品質の向上、納期の

確守、新製品の開発等、競争力強化によるマーケットシェアの拡大を図るとともに、電池、食品、化粧品等の新規

販売分野の開拓・拡大に注力してまいりました。

　この結果、当第１四半期における受注高は前年同期比19億２千４百万円増（同36.2％増）の72億３千５百万円、

受注残高は前年同期比27億２千９百万円増（同46.9％増）の85億４千４百万円となりました。また、売上高につき

ましては、自動車関連や電子部品関連の需要が堅調に推移したこと等により、前年同期比14億６千４百万円増（同

35.7％増）の55億６千７百万円となりました。

　損益面では、売上高増加に伴う売上総利益の増加と売上総利益率の改善（28.8％→32.6％）等により、営業利益

は前年同期比４億６千１百万円増（同447.2％増）の５億６千４百万円、経常利益は前年同期比４億９千８百万円増

（同584.2％増）の５億８千４百万円となりました。

　特別損益では１百万円以上の発生科目は無く、法人税、住民税及び事業税１億１千８百万円、法人税等調整額５

千１百万円を計上したこと等により、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比３億９千５百万円増（同

3,482.9％増）の４億６百万円となりました。
 

日本におきましては、自動車関連をはじめ製造業の設備投資が回復しており、売上高も前年同期比９億７百万円

増（同34.6％増）の35億２千７百万円となりました。損益面では、売上高の増加に伴う売上総利益の増加と売上総

利益率の改善（25.6％→26.9％）等により、営業利益は前年同期比２億４千７百万円増（同190.7％増）の３億７千

７百万円、セグメント利益（経常利益）は前年同期比２億６千６百万円増（同193.5％増）の４億４百万円となりま

した。

　東アジアにおきましては、中国における自動車関連、中国や台湾における電子部品関連の設備投資が堅調に推移

しており、売上高は前年同期比８億２千６百万円増（同71.9％増）の19億７千５百万円となりました。損益面で

は、売上高の増加に伴う売上総利益の増加と売上総利益率の改善（30.9％→32.4％）等により、営業利益は１億２

千５百万円（前年同期は２千９百万円の営業損失）、セグメント利益（経常利益）は１億２千万円（前年同期は４

千７百万円の経常損失）となりました。

　東南アジアにおきましては、フィリピンやベトナムなど引き続き好調な地域に加えて、ＡＳＥＡＮの自動車産業

の主力であるタイ、インドネシアの需要が回復していること等により、売上高は前年同期比１億３千万円増（同

24.9％増）の６億５千６百万円となり、売上高増加に伴う売上総利益の増加と売上総利益率の改善（29.2％→

33.8％）等により、営業利益は前年同期比６千２百万円増（同859.5％増）の６千９百万円、セグメント利益（経常

利益）は前年同期比６千４百万円増（同1,001.5％増）の７千万円となりました。

　北中米におきましては、足元の自動車関連の受注は堅調に推移しておりますが、アメリカにおける前年度末の

パートナーシップの解散に伴い、売上高は前年同期比６千９百万円減（同66.1％減）の３千５百万円となりまし

た。売上総利益率は大幅に改善（9.2％→36.3％）しておりますが、営業損失が１千３百万円（前年同期は８百万円

の営業損失）、セグメント損失（経常損失）が１千２百万円（前年同期は８百万円の経常損失）となりました。

なお、報告セグメントの売上高には、セグメント間の内部売上高を含んでおります。
 

なお、上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 財政状態の分析

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、仕掛品、原材料及び貯蔵品が増加しましたが、受取手形及び売掛金が

減少したこと等により１億１千２百万円減少し、161億４千７百万円となりました。固定資産は、前連結会計年度末

に比べて、建物及び構築物、機械装置及び運搬具、投資有価証券が減少したこと等により１億３千万円減少し、56

億５千５百万円となりました。この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて２億４千３百万円減少し、218億２

百万円となりました。

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて、支払手形及び買掛金が増加しましたが、短期借入金、前受金、未払法

人税等が減少したこと等により６億９千３百万円減少し、89億１千６百万円となりました。固定負債は、前連結会

計年度末に比べて、社債、長期借入金が増加したこと等により２億８千４百万円増加し、40億５千４百万円となり

ました。この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて４億８百万円減少し、129億７千１百万円となりまし

た。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、為替換算調整勘定が減少しましたが、利益剰余金が増加したこと等

により１億６千５百万円増加し、88億３千１百万円となりました。

　

(3) 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

世界経済は全体としては緩やかな回復基調ではあるものの、米国の自国第一主義に伴う貿易摩擦、英国のＥＵ離

脱問題、中国等新興国経済の減速に加えて、中東や朝鮮半島における地政学的リスク等、予断を許さない状況であ

ります。わが国経済も、世界経済の変調や急激な為替・株価の変動に伴う影響が懸念される状況であります。

　かかる環境下、当社グループは、競争力強化によるプラスチック成形関連分野でのマーケットシェアの拡大、グ

ループ各社及び業務提携先との相乗効果の発現、コア技術の応用や環境・エネルギー分野への対応強化による新規

販売分野の開拓、原価低減強化や諸経費の削減、高付加価値製品の開発による収益力の向上等に中期的に取り組ん

でまいります。

 当年度におきましても、重点施策を着実に実行し、年度計画の達成に注力してまいります。当第１四半期連結累

計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題、主要な設備や従業員等に重要な変更はありま

せん。

　

 （株式会社の支配に関する基本方針について）

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本指針(以下「基本方針」といいま

す。)並びに基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する

ための取組みの一つとして、下記のとおり、当社株式の大量取得行為に関する対応策(以下「本プラン」といいま

す。)を導入しております。

　

Ⅰ 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、株式を上場して市場での自由な取引に委ねております。従って、当社は、当社経営の支配権の移転を伴

うような買付提案等に応じるかどうかの判断も、最終的には株主全体の自由な意思に基づき行われるべきものと考

えます。

当社の企業価値・株主共同の利益の向上に資するものであれば、当社の株式を大量に取得し当社の経営に関与し

ようとする買付を否定するものではありませんが、当社株式の買付等の提案を受けた場合に、それが当社の企業価

値・株主共同の利益に影響を及ぼすか否かにつき当社株主の皆様が適切に判断されるためには、当社株式の買付等

提案をした者による買付後の当社の企業価値・株主共同の利益の向上に向けた取組み等について当社株主の皆様に

十分に把握していただく必要があると考えます。

しかしながら、当社株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、会社や株主に対して買付に係る提案内容や代

替案等を検討するための充分な時間や情報を提供しないもの、買付目的や買付後の経営方針等に鑑み、当社の企業

価値・株主共同の利益を損なうことが明白であるもの、買付に応じることを株主に強要するような仕組みを有する

もの、買付条件が会社の有する本来の企業価値・株主共同の利益に照らして不十分または不適切であるもの等、当

社の企業価値・株主共同の利益を毀損するおそれをもたらすものも想定されます。

当社は、このような企業価値・株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付行為や買付提案を行

う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でないと考えます。

　

Ⅱ 基本方針の実現に資する特別な取組み

(1) 当社グループの経営の基本方針

当社グループは、プラスチック成形工場における合理化機器システムの製造販売に長年携わっております。製

造工程の省力化と加工材料のロス低減による環境への負荷軽減を理念とし、チャレンジＣＥＳ(低コスト(Ｃ)、

省エネ(Ｅ)、省スペース(Ｓ))を製品開発指針として、当業界のリーディングカンパニーとして、高機能かつ操

作性に優れた独自製品を開発し新技術を世界に発信し続けるとともに、現場力を一層強化し収益力の向上を図っ

ております。更に、プラスチック成形関連分野で培った技術、ノウハウを応用して、電池、食品、化粧品等の新

規販売分野を開拓・拡大していくことにより、市場対応力のある企業として成長を続け、企業価値・株主価値を

高めていくことを基本方針としております。

　

(2) 中長期的な企業価値向上のための取組み

当社グループの主力納入先であるプラスチック成形加工業界は、国内外での激烈な技術革新と品質・価格競争

の中にあります。
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当社グループでは、かかる環境下、コア事業におきまして、生産拠点(日本、中国、東南アジア)及び営業・
サービス拠点(日本、中国、台湾、東南アジア、北中米)相互の連携を強固にし、品質、コスト、納期、アフター
サービスでの競争力を一層強化することにより、グローバル化するユーザーニーズへ対応しマーケットシェアの
拡大と収益力の向上を図ってまいります。株主の皆様への還元(配当または自己株式の取得)を充実させる一方
で、高付加価値製品の開発や新規販売分野・地域の拡大、新規事業開発や戦略投資等にも積極的に経営資源を投
下することにより、市場対応力のある企業として成長を続け、企業価値・株主価値を高めていくことを基本方針
としております。中長期的には、株主資本と負債のバランスを適切な水準に維持しつつ自己資本利益率(ＲＯＥ)
を安定して８％以上確保できる事業構造の構築と、株主の皆様への総還元性向を安定して25％以上確保すること
を目標としております。
また、当社グループは、コーポレート・ガバナンスの強化、コンプライアンスの徹底、人材の育成と強化等に
より、経営体質の一層の強化と透明性の向上を図ることを、経営上の重点課題と位置付けております。なお、
コーポレート・ガバナンスの詳細につきましては、㈱東京証券取引所に「コーポレート・ガバナンスに関する報
告書」を提出するとともに、当社ホームページ(http://www.kawata.cc/)に、社是・経営理念、コーポレート・
ガバナンス基本方針、社外役員独立性基準、グループ行動指針、環境理念と方針、経営方針、中期経営計画等を
開示しております。

　
Ⅲ　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取
組み

１　本プランの導入目的と必要性
当社取締役会は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針が決定されることを防止す
る取組みの一つとして、当社株式の大規模な買付行為が行われる場合に、買付に応じるべきか否かを株主の皆様に
適切に判断していただけるように、当社取締役会が大規模な買付行為を行う者から必要な情報を入手するととも
に、その大規模な買付行為を評価・検討する期間を確保し、株主の皆様への代替案を含めた判断のために必要な情
報を提供することを目的として、本プランの導入が必要であるとの結論に至りました。
なお、当社は現時点において当社株式の大量買付に係る提案を受けているわけではありません。

　
２　本プランの基本的考え方
当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、上記Ｉで述べた基本方針に沿った具体
的な対応策の導入を実施し、本プランの内容を、金融商品取引所における適時開示、当社事業報告等の法定開示書
類における開示、当社ホームページ等への掲載等により周知させることにより、当社株式の大規模な買付行為を行
う者が遵守すべき手続きがあること、並びに当該買付が手続きを遵守せず行われた場合、及び当社の企業価値・株
主共同の利益を著しく毀損するような買付であった場合、対抗措置を発動することで大規模な買付行為を行う者に
損害が発生することがあり得ることを事前に警告することをもって、当社の買収防衛策といたします。

　
３　独立委員会の設置
本プランにおいては、当社取締役会の恣意的判断を排するため、独立委員会規程(その概要については別紙１ご
参照)に従い、当社社外取締役または社外有識者(実績ある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士及び学識
経験者等を含む)で、当社経営陣から独立した者のみから構成される独立委員会の判断を経るとともに、株主の皆
様に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしています。本プランの独立委員会の委員は、別紙
２のとおりであります。

　
４　本プランの内容について
(1) 本プランに係る手続き

(a) 対象となる買付等

本プランは下記①または②に該当する当社株式の買付またはこれに類似する行為(ただし、当社取締役会が承
認したものを除く。かかる行為を以下「大量買付等」という。)がなされる場合を適用対象とする。大量買付等
を行う者または提案する者(以下「大量買付者等」という。)は、あらかじめ本プランに定められる手続きに従う
こととする。
①　当社が発行者である株式等(注１)について、保有者(注２)の株式等保有割合(注３)が20％以上となる買付
②　当社が発行者である株式等(注４)について、公開買付(注５)にかかる株式等の株式等所有割合(注６)及びそ
の特別関係者(注７)の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付

　

(b)「買付意向表明書」の当社への事前提出

大量買付者等は、当社取締役会が別段の定めをした場合を除き、大量買付等の実行に先立ち、当社取締役会に

対して、当該大量買付者等が大量買付等に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した

書面(以下「買付意向表明書」という。)を当社の定める書式により日本語で提出する。具体的な買付意向表明書

の記載事項は以下のとおりとする。

①　大量買付者等の概要

(イ)　氏名または名称及び住所または所在地
(ロ)　代表者の役職及び氏名
(ハ)　会社等の目的及び事業の内容
(ニ)　大株主または大口出資者(所有株式または出資割合上位10名)の概要
(ホ)　国内連絡先
(ヘ)　設立準拠法

②　大量買付者等が現に保有する当社の株式等の数、及び「買付意向表明書」提出前60日間における大量買付者

等の当社の株式等の取引状況

③　大量買付者等が提案する大量買付等の概要(大量買付者等が大量買付等による取得を予定する当社の株式等

の種類及び数、並びに大量買付等の目的(支配権取得もしくは経営参加、純投資もしくは政策投資、大量買
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付等の後の当社の株式等の第三者への譲渡等、または重要提案行為等(注８)その他の目的がある場合には、

その旨及び内容。なお、目的が複数ある場合にはそのすべて。)を含む。)

④　本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約

　

(c) 大量買付者等に対する情報提供の要求

上記(b)の「買付意向表明書」の提出後、大量買付者等は、以下の手順に従い、当社に対して、大量買付等に

対する株主及び投資家の皆様のご判断並びに当社取締役会の評価・検討等のために必要かつ十分な情報(以下

「本必要情報」という。)を日本語で提供する。

まず、当社は、大量買付者等に対して、「買付意向表明書」を受領した日から10営業日(注９)(初日不算入)以

内に、当初提出していただくべき情報を記載した「情報リスト」を上記(b)①(ホ)の国内連絡先に発送するの

で、大量買付者等は、かかる「情報リスト」に従って十分な情報を当社に提出する。

当社取締役会は、大量買付者等からの本必要情報を受領した場合、速やかにこれを独立委員会に提供するもの

とする。

また、上記の「情報リスト」に従い大量買付者等から提供された情報では、大量買付等の内容及び態様等に照

らして、株主及び投資家の皆様のご判断並びに当社取締役会の評価・検討等のために不十分であると当社取締役

会または独立委員会が合理的に判断する場合には、大量買付者等は当社取締役会が別途請求する追加の情報を提

供するものとする。

大量買付等の内容及び態様等にかかわらず、以下の各項目に関する情報は、原則として「情報リスト」の一部

に含まれるものとする。

① 大量買付者等及びそのグループ(共同保有者(注10)、特別関係者及びファンドの場合は各組合員その他の構

成員を含む)の詳細(具体的名称、資本構成、事業内容、財務内容、役員の氏名及び職歴等を含む)

② 大量買付等の目的、方法及び内容(経営参画の意思の有無、大量買付等の対価の価額・種類、大量買付等の

時期、関連する取引の仕組み、大量買付予定の株式等の数及び大量買付等を行った後における株式等所有割

合、大量買付等の方法の適法性を含む)

③ 大量買付等の対価の算定根拠(算定の前提事実、算定方法、算定に用いた数値情報及び大量買付等にかかる

一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容、算定の際に第三者の意見を聴取した場合におけ

る当該第三者の名称、意見の概要及び当該意見を踏まえて金額を決定するに至った経緯を含む)

④ 大量買付等の資金の裏付け(資金の提供者(実質的提供者を含む)の具体的名称、調達方法、関連する取引の

内容を含む)

⑤ 大量買付等に際しての第三者との間における意思連絡の有無及び意思連絡がある場合はその内容及び当該第

三者の概要

⑥ 大量買付者等が既に保有する当社の株式等に関する貸借契約、担保契約、売戻契約、売買の予約その他の重

要な契約または取決め(以下「担保契約等」という。)がある場合には、その契約の種類、契約の相手方及び

契約の対象となっている株式等の数量等の当該担保契約等の具体的内容

⑦ 大量買付者等が大量買付等において取得を予定する当社の株式等に関し担保契約等の締結その他第三者との

間の合意の予定がある場合には、予定している合意の種類、契約の相手方及び契約の対象となっている株式

等の数量等の当該合意の具体的内容

⑧ 大量買付等の後における当社及び当社グループの経営方針、事業計画、資本政策及び配当政策

⑨ 大量買付等の後における当社の従業員、労働組合、取引先、顧客、地域社会その他の当社に係る利害関係者

の処遇等の方針

⑩ 当社の他の株主との利益相反を回避するための具体的方策

⑪ その他独立委員会が合理的に必要と判断する情報

当社取締役会は、大量買付者等からの本必要情報を受領した場合、速やかにこれを独立委員会に提供するもの

とする。

なお、当社取締役会は、大量買付者等から大量買付等の提案がなされた事実については適切に開示し、提案の

概要及び本必要情報の概要等のうち、株主及び投資家の皆様のご判断に必要であると認められる事項について

は、速やかに情報開示を行う。

また、当社取締役会及び独立委員会は、大量買付者等による本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合

には、その旨を大量買付者等に通知(以下「情報提供完了通知」という。)し、速やかにその旨を開示する。

　

(d) 取締役会評価期間の設定等

当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、その翌日を起算日として、大量買付等の評価の難易度等に応

じ、対価を円価現金のみとする当社全株式等を対象とする公開買付の場合は60日間を超えない期間、その他の大

量買付等の場合は90日間を超えない期間を、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案の

ための期間(以下「取締役会評価期間」という)として設定し、速やかに開示する。ただし、当社取締役会は、評

価・検討等のために不十分であると取締役会及び独立委員会が合理的に認める場合にのみ、当該期間の延長をそ

の決議をもって行うことができるものとするが、その期間は最長30日間とする。延長する場合は、具体的延長期

間及び当該延長期間が必要とされる具体的理由を大量買付者等に通知するとともに、株主及び投資家の皆様に開

示する。
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当社取締役会は、取締役会評価期間内において大量買付者等から提供された本必要情報・資料等に基づき、当

社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の観点から、大量買付者等の大量買付等の内容の検討を行う。当社

取締役会は、これらの検討を通じ、大量買付等に関する意見を慎重にとりまとめ、大量買付者等に通知するとと

もに、独立委員会の承認を経て、適時かつ適切に株主及び投資家の皆様に開示する。また、必要に応じ、大量買

付者等との間で大量買付等に関する条件・方法について交渉し、更に、株主及び投資家の皆様に代替案を提示す

ることもある。

　

(e) 対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告

独立委員会は、大量買付者等が出現した場合において、以下の手続きに従い、当社取締役会に対して対抗措置

の発動の是非に関する勧告を行うものとする。なお、独立委員会が当社取締役会に対して下記に定める勧告を

行った場合、その他独立委員会が適切と考える場合には、独立委員会は、当該勧告の事実とその概要その他独立

委員会が適切と判断する事項について、自らまたは当社取締役会を通じて、速やかに情報開示を行う。

なお、独立委員会の判断が、当社の企業価値・株主共同の利益に資するようになされることを確保するため

に、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者(フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コ

ンサルタントその他の専門家を含む)の助言を得ることができるものとする。

①　大量買付者等が本プランに定める手続きを遵守しない場合

独立委員会は、大量買付者等が本プランに定める手続きを遵守しなかった場合は、当該大量買付等を当社の

企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものであるとし、原則として当社取締役会に対して、当該大量買

付等に対する対抗措置の発動を勧告する。

②　大量買付者等が本プランに定める手続きを遵守した場合

独立委員会は、大量買付者等が本プランに定める手続きを遵守した場合には、原則として当社取締役会に対

して、当該大量買付等に対する対抗措置の不発動を勧告する。

ただし、本プランに規定する手続きが遵守されている場合であっても、以下(ⅰ)～(ⅴ)に掲げる行為等が意

図されており、当該大量買付等が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものであると認められ、

かつ対抗措置の発動を相当と判断する買付である場合には、例外的措置として、独立委員会は対抗措置の発

動を勧告することがある。

(ⅰ)大量買付者等が真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて高値で当社

の株式等を当社または当社関係者に引取らせる目的で当社の株式等の取得を行っているまたは行おうと

している者(いわゆるグリーンメイラー)であると判断される場合

(ⅱ)当社の会社経営を一時的に支配して当社または当社グループ会社の事業経営上必要な知的財産権、ノウ

ハウ、企業秘密情報、主要取引先または顧客等の当社または当社グループ会社の資産を当該大量買付者

等またはそのグループ会社等に移転する目的で当社の株式等の取得を行っていると判断される場合

(ⅲ)当社の会社経営を支配した後に、当社または当社グループ会社の資産を当該大量買付者等またはそのグ

ループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する目的で、当社の株式等の取得を行っていると判断

される場合

(ⅳ)当社の会社経営を一時的に支配して、当社または当社グループ会社の事業に当面関係していない不動

産、有価証券等の高額資産等を売却等により処分させ、その処分利益をもって一時的に高配当をさせる

かあるいは一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って当社の株式等の高価売抜けをする目的で当

社の株式等の取得を行っていると判断される場合

(ⅴ)大量買付者等の提案する当社の株式等の買付方法が、いわゆる強圧的二段階買収(最初の買付けで当社

の株式等の全部の買付けを勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にし

ないで、公開買付け等の株式等の買付け等を行うことをいう。)等の、株主の皆様の判断の機会または

自由を制約し、事実上、株主の皆様に当社の株式等の売却を強要するおそれがあると判断される場合

ただし、独立委員会は、一旦対抗措置の不発動の勧告をした後でも、当該勧告の判断の前提となった事実関係

等に変動が生じ、大量買付者等による大量買付等が上記(ⅰ)～(ⅴ)に掲げる行為等が意図されており、対抗措置

の発動が相当であると判断するにいたった場合には、これを当社取締役会に勧告することができるものとする。

　

(f) 取締役会の決議

当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を受けて、これを最大限尊重して最終的に速やかに対抗措置の発動ま

たは不発動に関する会社法上の機関としての決議を行うものとする。

当社取締役会は、上記取締役会決議を行った場合、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項

について、速やかに情報開示を行う。

なお、大量買付者等は、取締役会評価期間が終了し、当社取締役会が対抗措置の発動または不発動に関する決

議を行うまでの間、買付等を実行してはならない。

　

(g) 対抗措置の発動の停止

当社取締役会が上記(f)の手続きに従い、対抗措置の発動を決議した後または発動後においても、以下のいず

れかの状況に至った場合には、当社取締役会は、独立委員会の勧告を十分尊重した上で、対抗措置発動の停止の

決議を行うものとする。

①　大量買付者等が大量買付等を撤回した場合、その他大量買付等が存しなくなった場合
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②　当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、大量買付者等による大量買付等が上記(e)②に定

める要件のいずれにも該当しないか、もしくは該当しても直ちに対抗措置を発動することが相当ではない場

合

　

(2) 対抗措置の具体的内容

本プランに基づき発動する対抗措置は、別紙３に定める条件・内容の新株予約権(以下「本新株予約権」とい

う。)の無償割当とする。

また当社取締役会は、一旦本新株予約権の無償割当の実施の決議をした後も、上記(1)(g)に記載のとおり、対抗

措置発動の停止を決議することがある。例えば、本新株予約権の無償割当の効力発生日までは本新株予約権の無償

割当の中止、本新株予約権の無償割当の効力発生日後、本新株予約権の行使期間の初日の前日までは本新株予約権

の無償取得等の方法で、対抗措置の発動を停止することができるものとする。

　

(3) 本プランの有効期間、廃止及び変更

本プランの有効期間は、平成31年６月開催予定の定時株主総会終結の時までとし、以降についても、本プランの

継続(一部修正した上での継続を含む)については株主総会の承認を経ることとする。

ただし、かかる有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランを変更または廃止する旨の決議

が行われた場合には、本プランは当該決議に従いその時点で変更または廃止されるものとする。また、当社の株主

総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プラン

はその時点で廃止されるものとする。なお、会社法、金融商品取引法、その他法令もしくは金融商品取引所規則の

変更またはこれらの解釈・運用の変更等に伴う形式的な修正が必要と判断した場合は、随時、独立委員会の承認を

得た上で、当社取締役会にて修正することがある。

当社は、本プランを廃止または本プランの内容について当社株主の皆様に実質的な影響を与えるような変更を

行った場合には、当該廃止または変更の事実及び(変更の場合には)変更内容その他当社取締役会または独立委員会

が適切と認める事項について、速やかに情報開示を行う。

　

５　本プランの合理性

(1) 買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保または向

上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則(企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開

示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則)を全て充足しており、かつ、企業価値研究会が平成20年６月30

日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」を踏まえております。また、㈱日本取引所グ

ループの「企業行動規範に関する規則」第11条に定める遵守事項(開示の十分性、透明性、流通市場への影響、株

主の権利の尊重)を全て充足しています。
　

(2) 株主共同の利益の確保・向上の目的をもって継続されていること

本プランは、当社株式等に対する大量買付等がなされた際に、当該大量買付等に応じるべきか否かを株主の皆様

が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために大量

買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるこ

とを目的とするものです。

　

(3) 株主意思を重視するものであること

本プランは、上記４(3)「本プランの有効期間、廃止及び変更」に記載したとおり、その後の当社株主総会にお

いて、本プランの変更または廃止の決議がなされた場合には、本プランも当該決議に従い変更または廃止されるこ

とになります。以上の意味において、本プランの消長及び内容は、株主の皆様の意思に基づくことになっておりま

す。

　

(4) 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

本プランにおいては、当社取締役会の恣意的判断を排除し、取締役会の判断及び対応の客観性・合理性を確保す

ることを目的として独立委員会を設置しております。

独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、当社の社外取締役または社外の有識者から選任

される委員３名以上により構成されます。

また、独立委員会の判断概要については必要に応じ株主及び投資家の皆様に情報開示をすることとし、本プラン

の透明な運営が行われる仕組みを確保しています。

　

(5) 合理的かつ客観的発動要件の設定

本プランは、上記４(1)「本プランに係る手続き」(e)にて記載したとおり、あらかじめ定められた合理的客観的

発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するた

めの仕組みを確保しています。
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(6) 第三者専門家の意見の取得

上記４(1)「本プランに係る手続き」(e)にて記載したとおり、大量買付者等が出現すると、独立委員会は、当社

の費用で、独立した第三者(フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門

家)の助言を得ることができることにより、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保された仕組み

となっています。

　

(7) デッドハンド型もしくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

上記４(3)「本プランの有効期間、廃止及び変更」に記載したとおり、本プランは当社の株主総会で選任された

取締役で構成される取締役会により廃止することができることから、大量買付者等が当社株主総会で取締役を指名

し、かかる取締役で構成される取締役会により、本プランを廃止することが可能です。従って、本プランは、デッ

ドハンド型買収防衛策(取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策)ではあり

ません。

また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策(取締役会の構成の交代

を一度に行うことができず、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策)でもありません。(取締役の解任要

件を加重しておりません。)

　

６　株主及び投資家の皆様への影響

(1) 本プランの継続時に株主及び投資家の皆様に与える影響

本プランの継続時には、本新株予約権の発行自体は行われません。従って、本プランがその継続時に株主の皆様

の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることはありません。

なお、大量買付者等が本プランを遵守するか否かにより当該買付行為に対する当社の対応方針が異なりますの

で、株主及び投資家の皆様におかれましては、大量買付者等の動向にご注意ください。

　

(2) 本新株予約権の無償割当時に株主及び投資家の皆様に与える影響

当社取締役会が対抗措置の発動を決議し、本新株予約権の無償割当を行う場合には、別途定める割当期日におけ

る株主名簿に記録された株主の皆様に対し、その保有する株式１株につき本新株予約権１個を上限とした割合で、

本新株予約権が無償で割当られます。

このような仕組み上、本新株予約権の無償割当時においても、株主の皆様が保有する当社株式１株当たりの価値

の希釈化は生じるものの保有する当社株式全体の価値の希釈化は生じないことから、株主の皆様の有する当社株式

に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。ただし、大量買付

者等につきましては、この対抗措置の発動により、結果的に、法的権利または経済的利益に何らかの影響が生じる

場合があります。

なお、一旦本新株予約権無償割当決議がなされた場合であっても、上記４(1)「本プランに係る手続き」(g)に記

載の手続き等に従い当社取締役会が対抗措置発動の停止を決定した場合には、当社株式の株価に相応の変動が生

じ、当社株式の価値の希釈化が生じることを前提にして売買を行った株主及び投資家の皆様は不測の損害を被る可

能性があります。

また、本新株予約権の行使または取得に関して差別的条件を付す場合には、当該行使または取得に際して、大量

買付者等の法的権利、経済的利益に影響が生じることが想定されますが、この場合であっても、大量買付者等以外

の株主の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることは想定して

おりません。

　

(3) 本新株予約権の無償割当に伴う株主の皆様の手続き

本新株予約権の無償割当期日における最終の株主名簿に記録された株主の皆様は、本新株予約権の無償割当の効

力発生日において当然に新株予約権者となるため、申込みの手続きは不要です。

なお、当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、法定の手続きに従い、当社取締役会が別途

定める日において本新株予約権を取得し、これと引換えに当社株式を株主の皆様に交付することになるため、株主

の皆様におかれましては本新株予約権に関する払込み等の手続きは不要となります。この場合、かかる株主の皆様

には、別途、ご自身が大量買付者等ではないこと等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言を含む当

社所定の書式をご提出いただくことがあります。

　

上記のほか、割当方法、行使の方法及び当社による取得の方法、株式の交付方法等の詳細につきましては、本新

株予約権の無償割当に関する当社取締役会の決議が行われた後、当社は株主の皆様に対して公表または通知いたし

ますので、当該内容をご確認ください。

 

(注) １　金融商品取引法第27条の23第１項に規定される株券等を意味するものとする。以下別段の定めがない限り同

じ。なお、本プランにおいて引用される法令等に改正(法令名の変更や旧法令等を継承する新法令等の制定

を含む。)があった場合には、本プランにおいて引用される法令等の各条項は、当社取締役会が別途定める

場合を除き、当該改正後においてこれらの法令等の各条項を実質的に継承する法令等の各条項に読み替えら

れるものとする。
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２　金融商品取引法第27条の23第１項に規定される保有者をいい、同条第３項に基づき保有者に含まれるものを

含む。以下同じ。

３　金融商品取引法第27条の23第４項に規定される「株券等保有割合」を意味するものとする。以下同じ。

４　金融商品取引法第27条の２第１項に規定される「株券等」を意味するものとする。以下②において同じ。

５　金融商品取引法第27条の２第６項に定義される。以下同じ。

６　金融商品取引法第27条の２第８項に規定される「株券等所有割合」を意味するものとする。以下同じ。

７　金融商品取引法第27条の２第７項に定義される特別関係者をいう。ただし、同項第１号に掲げる者について

は、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定める者を除く。以

下同じ。

８　金融商品取引法第27条の26第１項、金融商品取引法施行令第14条の８の２第１項、及び株券等の大量保有の

状況の開示に関する内閣府令第16条に規定される重要提案行為等をいう。

９　営業日とは、行政機関の休日に関する法律第１条第１項各号に掲げる日以外の日をいう。

10　金融商品取引法第27条の23第５項に定義される共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなさ

れると当社取締役会が認めた者を含む。以下同じ。

　

(別紙１)

「独立委員会規程の概要」

１　独立委員会は、当社取締役会の決議により設置される。

　

２　独立委員会の委員は、３名以上とし、当社経営陣から独立している、当社の社外取締役または社外の有識者の

いずれかに該当する者の中から当社取締役会が選任する。ただし、社外の有識者は、実績のある会社経営者、

官庁出身者、弁護士、公認会計士もしくは学識経験者またはこれらに準ずる者とし、また、別途当社が指定す

る善管注意義務条項等を含む契約を当社との間で締結した者とする。

　

３　独立委員会の委員の任期は、選任の時から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会の終結の時までとする。ただし、当社取締役会の決議により別段の定めをした場合はこの限りではない。ま

た、社外取締役で独立委員会委員である者が取締役でなくなった場合には、独立委員会委員の任期も同時に終

了する。

　

４　独立委員会は、必要に応じて、当社の取締役、従業員その他必要と認めるものを出席させ、その意見または説

明を求めることができる。

　

５　独立委員会は、随時開催できることとし、その決議は委員の全員が出席し、その過半数をもって行う。ただ

し、委員に事故あるときその他やむを得ない事由があるときは、委員の過半数が出席し、その過半数をもって

行う。

　

６　独立委員会は、以下の各号に記載される事項について決定し、その決定内容を、理由を付して当社取締役会に

対して勧告する。独立委員会は、勧告の事実とその概要その他独立委員会が適切と判断する事項について、自

らまたは当社取締役会を通じて、速やかに情報開示を行う。

なお、独立委員会の各委員は、決定等にあたっては、当社の企業価値・株主共同の利益に資するか否かの観点

からこれを行うことを要し、専ら自己または当社の経営陣の個人的利益を図ることを目的としてはならない。

(1) 本プランの対象となる大量買付等の該当性の判断

(2) 本プランに係る対抗措置の発動または不発動

(3) 本プランに係る対抗措置発動の停止

(4) 本プランの廃止または変更

(5) その他本プランに関連して当社取締役会が任意に独立委員会に諮問する事項

　

７　独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者(フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサ

ルタントその他の専門家を含む)の助言を得ることができる。
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(別紙２)

「独立委員会委員の氏名及び略歴(五十音順)」

　

飯塚　一雄(いいづか　かずお)

(略歴)

　平成元年４月   ㈱三和銀行（現㈱三菱ＵＦＪ銀行）入行

　　平成23年12月   弁護士登録

　　平成27年１月   飯塚法律事務所設立（現任）

　平成30年６月   当社取締役（監査等委員）（現任）

 
※監査等委員である取締役飯塚一雄氏は、会社法第２条第15号に規定される社外取締役です。また当社は同氏を独

立役員として㈱東京証券取引所に届け出ています。

 
伊藤　芳伸(いとう　よしのぶ)

(略歴)

昭和51年４月　　ミノルタカメラ㈱入社

平成15年11月　　コニカミノルタフォトイメージングＵ.Ｓ.Ａ.,ＩＮＣ.副社長

平成17年２月　　コニカミノルタフォトイメージングＣａｎａｄａ,ＩＮＣ.社長＆ＣＥＯ

平成18年５月　　コニカミノルタビジネスソリューションズＵ.Ｓ.Ａ.,ＩＮＣ.副社長

平成21年６月　　コニカミノルタホールディングス㈱監査委員会室部長

平成24年４月　　コニカミノルタオプティクス㈱常勤監査役

平成25年４月　　コニカミノルタ㈱経営監査室オプティクスカンパニー調査役

平成27年６月　　当社取締役

平成28年６月　　当社取締役（監査等委員）（現任）

　

※監査等委員である取締役伊藤芳伸氏は、会社法第２条第15号に規定される社外取締役です。また当社は同氏を独

立役員として㈱東京証券取引所に届け出ています。

　

野村　剛司(のむら　つよし)

(略歴)

平成10年４月　　弁護士登録

平成15年10月　　なのはな法律事務所設立（現任）

　

上記三氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。

　

(別紙３)

「新株予約権無償割当の要項」

１　本新株予約権の割当総数

本新株予約権の割当総数は、本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議(以下、「本新株予約権無償割当決

議」といいます。)において当社取締役会が別途定める一定の日(以下、「割当期日」といいます。)における当社の

最終の発行済株式総数(ただし、同時点において当社の有する当社株式の数を除きます。)と同数を上限として、当

社取締役会が本新株予約権無償割当決議において別途定める数とします。

　

２　割当対象株主

割当期日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、その有する当社普通株式(ただし、同時点において、

当社の有する当社株式を除きます。)１株につき１個を上限として、当社取締役会が本新株予約権無償割当決議にお

いて別途定める割合で本新株予約権の無償割当てをします。

　

３　本新株予約権の無償割当の効力発生日

本新株予約権無償割当決議において当社取締役会が別途定める日とします。

　

４　本新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以

下、「対象株式数」といいます。)は、１株を上限として当社取締役会が本新株予約権無償割当決議において別途定

める数とします。ただし、当社が株式の分割または株式の併合等を行う場合は、所要の調整を行うものとします。

　

５　本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及び価格

本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際して出資される財産の当社普

通株式１株当たりの金額は１円以上で当社取締役会が本新株予約権無償割当決議において別途定める額とします。
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６　本新株予約権の譲渡制限

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとします。

　

７　本新株予約権の行使条件

(1)特定大量保有者(注１)、(2)特定大量保有者の共同保有者、(3)特定大量買付者(注２)、(4)特定大量買付者の

特別関係者、もしくは(5)これら(1)から(4)までの者から本新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲受け

もしくは承継した者、または、(6)これら(1)から(5)までに該当する者の関連者(注３)(これらの者を総称して、以

下、「非適格者」といいます。)は、本新株予約権を行使することができないものとします。なお、本新株予約権の

行使条件の詳細については、本新株予約権無償割当決議において別途定めるものとします。

　

８　当社による本新株予約権の取得

当社は、当社取締役会が別途定める日において、非適格者以外の者が有する本新株予約権を取得し、これと引換

えに本新株予約権１個につき対象株式数の当社普通株式を交付することができるものとします。なお、本新株予約

権の取得条件の詳細については、本新株予約権無償割当決議において別途定めるものとします。

　

９　対抗措置発動の停止等の場合の無償取得

当社取締役会が、対抗措置の発動を停止した場合その他本新株予約権無償割当決議において当社取締役会が別途

定める場合には、当社は、本新株予約権の全部を無償にて取得することができるものとします。

　

10　本新株予約権の行使期間等

本新株予約権の行使期間その他必要な事項については、当社取締役会が本新株予約権無償割当決議において別途

定めるものとします。

　

(注) １　当社が発行者である株式等の保有者で、当該株式等に係る株式等保有割合が20％以上である者、または、こ

れに該当することとなると当社取締役会が認める者をいいます。ただし、その者が当社の株式等を取得・保

有することが当社の企業価値・株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無

償割当決議において当社取締役会が別途定める者は、これに該当しないこととします。

２　公開買付けによって当社が発行者である株式等(金融商品取引法第27条の２第１項に規定される株券等を意

味するものとします。以下本注において同じとします。)の買付け等(金融商品取引法第27条の２第１項に定

義される買付け等をいいます。以下本注において同じとします。)を行う旨の公告を行った者で、当該買付

け等の後におけるその者の所有(これに準じるものとして金融商品取引法施行令第７条第１項に定めるもの

を含みます。)に係る株式等の株式等所有割合がその者の特別関係者の株式等所有割合と合計して20％以上

となる者、または、これに該当することとなると当社取締役会が認める者をいいます。ただし、その者が当

社の株式等を取得・保有することが当社の企業価値・株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者

その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める者は、これに該当しないこととしま

す。

３　ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配されもしくはその者と共同の支配下にあ

る者(当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みます。)、またはその者と協調して行動する者とし

て当社取締役会が認めた者をいいます。なお「支配」とは、他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を支

配している場合」(会社法施行規則第３条第３項に定義される場合をいいます。)をいいます。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は40,553千円であります。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,210,000 7,210,000
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株
であります。

計 7,210,000 7,210,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

（ライツプランの内容）

当社は当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）について、平成19年５月14日開催の取締役会に

おいて決議、導入し、平成28年６月29日開催の第67期定時株主総会において継続することが承認されましたが、

当該買収防衛策に基づく新株予約権は発行しておりませんので、該当事項はありません。

 
（その他の新株予約権等の状況）

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年４月１日～
平成30年６月30日

― 7,210,000 ― 977,142 ― 1,069,391
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(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成30年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成30年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 128,200

 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 7,078,600
 

70,786 ―

単元未満株式 普通株式 3,200
 

― ―

発行済株式総数 7,210,000 ― ―

総株主の議決権 ― 70,786 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式16株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成30年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 大阪市西区阿波座
１―15―15

128,200 ― 128,200 1.8
株式会社カワタ

計 ― 128,200 ― 128,200 1.8
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成30年４月１日から平成

30年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、EY新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　なお、従来、当社が監査証明を受けている新日本有限責任監査法人は、平成30年７月１日に名称を変更し、EY新日

本有限責任監査法人となりました。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,395,670 4,491,048

  受取手形及び売掛金 8,141,999 7,441,476

  商品及び製品 921,627 888,171

  仕掛品 1,236,363 1,413,825

  原材料及び貯蔵品 1,218,739 1,441,316

  その他 387,806 506,352

  貸倒引当金 △42,514 △34,900

  流動資産合計 16,259,692 16,147,291

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,477,024 2,404,811

   土地 1,401,799 1,393,428

   その他（純額） 575,267 562,785

   有形固定資産合計 4,454,091 4,361,024

  無形固定資産   

   その他 400,857 388,421

   無形固定資産合計 400,857 388,421

  投資その他の資産   

   その他 933,653 908,167

   貸倒引当金 △2,120 △2,120

   投資その他の資産合計 931,532 906,046

  固定資産合計 5,786,481 5,655,492

 資産合計 22,046,173 21,802,784

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 3,438,341 3,637,237

  短期借入金 3,503,196 2,897,141

  1年内償還予定の社債 200,000 237,500

  未払法人税等 173,102 122,322

  製品保証引当金 115,305 125,496

  役員賞与引当金 68,625 5,800

  その他 2,111,867 1,891,459

  流動負債合計 9,610,439 8,916,958

 固定負債   

  社債 200,000 312,500

  長期借入金 2,627,625 2,733,894

  役員退職慰労引当金 182,844 185,721

  退職給付に係る負債 712,204 739,142

  その他 47,120 83,130

  固定負債合計 3,769,793 4,054,387

 負債合計 13,380,233 12,971,345
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 977,142 977,142

  資本剰余金 1,069,391 1,069,391

  利益剰余金 5,957,230 6,278,829

  自己株式 △43,659 △43,659

  株主資本合計 7,960,104 8,281,703

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 165,939 143,910

  為替換算調整勘定 390,558 250,686

  その他の包括利益累計額合計 556,498 394,597

 非支配株主持分 149,337 155,137

 純資産合計 8,665,940 8,831,438

負債純資産合計 22,046,173 21,802,784
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

売上高 4,103,025 5,567,791

売上原価 2,920,979 3,750,564

売上総利益 1,182,046 1,817,226

販売費及び一般管理費 1,078,879 1,252,695

営業利益 103,166 564,530

営業外収益   

 受取利息 1,868 2,107

 受取配当金 3,947 4,540

 為替差益 ― 31,042

 保険解約返戻金 969 ―

 固定資産賃貸料 2,816 2,702

 その他 2,962 1,930

 営業外収益合計 12,564 42,323

営業外費用   

 支払利息 21,917 19,820

 為替差損 6,928 ―

 その他 1,525 3,031

 営業外費用合計 30,372 22,852

経常利益 85,358 584,001

特別利益   

 固定資産売却益 866 258

 特別利益合計 866 258

特別損失   

 固定資産除売却損 432 348

 特別損失合計 432 348

税金等調整前四半期純利益 85,792 583,912

法人税、住民税及び事業税 82,863 118,304

法人税等調整額 △10,219 51,062

法人税等合計 72,644 169,367

四半期純利益 13,148 414,544

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 11,347 406,579

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,800 7,965

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △1,846 △22,028

 為替換算調整勘定 △75,516 △142,036

 その他の包括利益合計 △77,363 △164,065

四半期包括利益 △64,215 250,479

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △66,848 244,678

 非支配株主に係る四半期包括利益 2,633 5,800
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【注記事項】

(追加情報)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

負債の区分に表示しております。
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとおりであり

ます。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

　減価償却費 70,871千円 76,618千円

　のれんの償却額 7,961千円 ―千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 42,490 6.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日
定時株主総会

普通株式 84,981 12.00 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 日本 東アジア 東南アジア 北中米 合計
調整額
(注)

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書計上額
(注)

売上高        

  外部顧客への売上高 2,395,653 1,092,922 509,794 104,655 4,103,025 ― 4,103,025

セグメント間の内部
売上高又は振替高

224,956 56,647 15,630 220 297,454 △297,454 ―

計 2,620,610 1,149,569 525,424 104,875 4,400,480 △297,454 4,103,025

セグメント利益又は
損失(△)

137,982 △47,270 6,393 △8,120 88,985 △3,626 85,358
 

(注)　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額(経常利益)との差

額の主な内容は次のとおりであります。

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 88,985

セグメント間取引消去 △3,626

四半期連結損益及び包括利益計算書の経常利益 85,358
 

 

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 日本 東アジア 東南アジア 北中米 合計
調整額
(注)

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書計上額
(注)

売上高        

  外部顧客への売上高 3,041,602 1,850,275 642,570 33,343 5,567,791 ― 5,567,791

セグメント間の内部
売上高又は振替高

486,016 125,519 13,557 2,256 627,350 △627,350 ―

計 3,527,618 1,975,795 656,128 35,599 6,195,142 △627,350 5,567,791

セグメント利益又は
損失(△)

404,924 120,528 70,420 △12,205 583,667 333 584,001
 

(注)　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額(経常利益)との差

額の主な内容は次のとおりであります。

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 583,667

セグメント間取引消去 333

四半期連結損益及び包括利益計算書の経常利益 584,001
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日)

１株当たり四半期純利益  １円60銭  57円41銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 11,347 406,579

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

11,347 406,579

普通株式の期中平均株式数(株) 7,081,784 7,081,784
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年８月９日

株式会社カワタ

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小　市　裕　之 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 守　谷　義　広 印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社カワタ

の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成30年４月１日から平成30

年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社カワタ及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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